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つなげる、

広がる、

とけこむ。
～北海道の今を支え未来につなげる～

総務省 北海道総合通信局



令和2年度 北海道総合通信局 重点施策

北海道は、豊かな自然環境や多様な食・観光資源など、他の地
域にはない独自性、優位性が多くあります。しかしながら、広大な

面積を有し、全国を上回るペースで人口減少、高齢化が進んでい

ることから、様々な課題に直面していることも事実です。

第５世代移動通信システム（5Ｇ）、様々なモノがインターネットに

繋がり情報交換を行う（IoT）などの情報通信技術（ICT）は一つの

ツールに過ぎませんが、もともとある北海道の強みとうまく融合

させることにより、新しい価値を生み出すことが可能で、どこに住

んでも快適に暮らせる北海道の実現に繋げることが、北海道の持

続的な発展のための「鍵」となります。

北海道総合通信局は、ICTを必要な場所に必要なだけ展開し、

暮らしの安心にも配慮しながら社会に技術を自然にとけこませる

様々な施策を進めることにより、あらゆるシーンで北海道の今を

支え未来につなげる取組を進めます。

つなげる、広がる、とけこむ。
～北海道の今を支え未来につなげる～

１ 人とつなげる、未来へつながる。

２ 創ります。心地よい生活、新しい価値。

３ 危機にこそ、寄り添う。つながる安心。

４ アブナイはイラナイ



４ アブナイはイラナイ

青少年がインターネットを安心して利用するための取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電気通信サービスにおける消費者保護の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電波利用環境保護の周知啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
安心して無線機器を利用できる環境の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
重要な無線通信の利用環境の保護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電波利用秩序維持のための取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電波利用に関する申告への対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
医療機関における適切な電波利用の実現・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電波利用の安全性確保及び人材育成への取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
サイバーセキュリティ対策の一層の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３ 危機にこそ、寄り添う。つながる安心。

災害時における通信・放送サービスの確保に向けた取組の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
災害時における支援機材を活用した迅速な支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
臨時災害放送局を活用した自治体による情報伝達手段の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
コミュニティ放送局と自治体との連携による情報伝達手段の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
住民に災害情報を迅速かつ的確に伝送するシステムの整備促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
災害時に必要な情報の迅速な集約と配信（Ｌアラート）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
北海道地方非常通信協議会との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
海の安全を無線で守る取組の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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２ 創ります。心地よい生活、新しい価値。

地域の新しい価値を創り出す取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
地域情報化アドバイザー派遣制度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
北海道における地域活性化の成功事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
地域活性化のためのＩＣＴ活用の普及促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
市町村におけるオープンデータ化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
北海道の魅力を海外にアピールする取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
地域に貢献する人材育成の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
学生の技術力や独創的なアイデアで地域課題を解決・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
地域に貢献する研究開発の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
地域と生活を充実させるテレワークの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１ 人とつなげる、未来へつながる。

北海道の光ファイバネットワークの整備状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
高度無線環境整備推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
５Ｇ（第５世代移動通信システム）の普及展開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
５Ｇの活用事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
ローカル５Ｇの展開に向けた取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
ローカル５Ｇの活用推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
北海道の公衆無線LANの整備状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
公衆無線LAN環境整備支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
携帯電話等エリア整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
電波遮へい対策事業（鉄道トンネル・道路トンネル）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
民間放送ネットワークの強靱化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
民間放送ネットワークの強靱化に向けた支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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北海道の光ファイバネットワークの整備状況

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１４１

人とつなげる、未来へつながる。

（平成3１年3月末現在）

道内の光ファイバ（ＦＴＴＨ）世帯整備率 ９８．１％

：補助金を活用してＦＴＴＨを整備した自治体（６８自治体）○○町

道内の光ファイバの世帯カバー率は98.1％ですが、農村部、山間部等には依然として未
整備地区が多く存在しています。
そのため、ICT活用の基盤となる光ファイバネットワーク等の基盤整備が進んでいない地域を

ターゲットとして、財政的な支援を行います。
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高度無線環境整備推進事業における地方創生臨時交付金の考え方

・臨時交付金の限度額は、自治体負担分の８割が算定対象
※ 財政力指数０．５以上の自治体は国庫補助率１／３

【自治体が整備を行う場合】

国（※） １／２

＜離島＞

＜離島以外＞

国 １／３

＜離島＞

＜離島以外＞地方債 地方債

民間

民間
臨時交付金

２／５

臨時交付金
４／１５

国 １／２

【第３セクター・民間事業者が整備を行う場合】

・臨時交付金の限度額は、国庫補助額（離島は国庫補助額の１／２、
離島以外は１／３）の８割を上限とし、自治体が実際に補助した額
の８割が算定対象

国 ２／３

臨時交付金
最大4/15

臨時交付金
最大1/5

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１４

高度無線環境整備推進事業

２

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキン
グ

スペース

無線局
エントランス
（クロージャ等）

地域の拠点的地点

イメージ図
高速・大容量無線局の前提となる伝送路

施策の概要

＜事業主体＞
・直接補助事業者：自治体、第３セクター等
・間接補助事業者：民間事業者

＜対象地域＞
・地理的に条件不利な地域（過疎地域・辺地・離島・半島・山村・特定農山村・豪雪地帯）

＜補助対象＞
・光ファイバ等の伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む）等

【令和２年度 当初予算： ５２．７億円】 公募期間：令和２年１月１６日～２月７日

新型コロナウイルス感染症への対応を進めるため、「新たな日常」に必要な情報通信基盤の
整備が急務となっています。

学校教育や在宅学習のための情報通信基盤整備を加速が必要なことから、令和２年度
当初予算に加え、一次及び二次補正予算により地方公共団体や電気通信事業者等によ
る、５G等の高速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を推進します。

人とつなげる、未来へつながる。

【令和２年度一次補正予算： ３０．３億円】 公募期間：令和２年６月８日～６月２６日
【令和２年度二次補正予算：５０１．６億円】 公募期間：令和２年７月～９月を予定

【令和元年度 当初予算： ５２．５億円】 整備実績：岩見沢市、新冠町、厚真町、上士幌町、JCOM札幌

この臨時交付金は、補助裏向けのものであり、地方単独事業分とは「別枠」で措置されます。
また、補助事業の補助裏の自治体負担分の８割が交付限度額の算定対象です。（※詳細は下図参照）



５G（第５世代移動通信システム）の普及展開

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２3
無線通信部 陸 上 課 011-709-2311 内線４６４３3

５Gの展開イメージ

５G（第５代移動通信システム）の概要

５G（第５世代移動通信システム）は、LTE/4Gの高速・大容量化を上回る「超高速」を
実現し、新たに「超低遅延」と「多数同時接続」の特長を有する次世代の移動通信システムで、
本年３月から商用サービスが開始されています。

①超高速 ２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）
②超低遅延 ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリアルタイム通信で実現
③多数同時接続 自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続

（LTEではスマホ、PCなど数個）

FY2019 2020 2021 2022 2023

2019年4月

20252024

割当てから2年以内に
全都道府県で
サービス開始

５
Ｇ
用
周
波
数
割
当
て ラグビーＷ杯

東京オリンピック
・パラリンピック

商用サービス
開 始

(2020年3月)

3/25 NTTﾄﾞｺﾓ
3/26 KDDI
3/27 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

多様な５Ｇサービス
の展開・推進

地方での早期
サービス開始

プレサービス
開 始

(2019年9月)

全国でできるだけ
多くの基地局を開設

全国への展開
可能制の確保

割当てから5年以内に
全国の50%以上の
基地局展開（※）

＜エリア展開の計画＞

５Ｇ基地局（親局）の展開率（※）は、携帯電話事業者４者の計画を合わせると、2023年度末に
は全国で約９８％となる見込み。

（※）10km四方のメッシュに一つの5G基地局（親局）を置くと想定した、全国で約4,500の
メッシュ数に対する5G基地局（親局）数の割合（％）。

都市部・地方を問わず、事業可能性のあるエリアを優先的にカバー

一方、５Ｇ用周波数の特性上、この親局一つ
でカバーできるエリアが小さく、従来の数十
倍程度の基地局投資が必要となる。

人とつなげる、未来へつながる。



５Gの活用事例

総務省では、5Gによる地域課題の解決に資する活用モデルに力点を置いた｢総合実証｣を、
地域のビジネスパートナーとともに全国で実施しています。

５Gの活用事例 （令和元年度総務省5G総合実証試験・北海道関係）

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２3
無線通信部 陸 上 課 011-709-2311 内線４６４3 ４

酪農・畜産業の高効率化

トンネル内での作業員の安全管理

軽種馬育成産業の支援 新冠町

上士幌町

道内

【トレーニングコース】
【厩舎内の馬房】

映像確認

8Kカメラ搭載
ドローン

軽種馬の様子を8K/4Kカメラで撮影し、5Gの大容量通信を活かして事務所等に伝送。

４K/8K
カメラ

【事務所】

4K/8K画像

筋肉や毛並みを観察ドローンから軽種馬
が走る姿を確認

要観察馬や注目馬の見守り

牛舎内に複数4Kカメラを設置、5Gと接続し画像認識を行うサーバに映像を伝送。

災害・事故時を想定した５Gによる建設機械の遠隔操作。また、多数接続機能による各種センサで
トンネル内の環境データや作業員のバイタルデータを事務所に常時伝送。

5G基地局

5G端末

特定牛のところへ獣医を案内

タブレット
サーバ

サーバでは耳標の画像から識別番号を分析、牛舎内で特
定の牛の位置と個体識別を把握。

【事務所】【牛舎】

4K画像

サーバ

４Kカメラ

建機の遠隔操作

各種センサ

5G基地局
GAS

【トンネル内】
【事務所】

建機の遠隔操作サーバ 各種データ表示

5G基地局 5G基地局

7523
耳標識別

人とつなげる、未来へつながる。



ローカル５Ｇの展開に向けた取組

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２3
無線通信部 陸 上 課 011-709-2311 内線４６４３５

ローカル５Ｇの利用イメージ

ローカル５Ｇは、地域の企業や自治体等の様々な主体が自らの建物や敷地内でスポット的
に５Ｇネットワークを柔軟に構築し利用可能とする新しい仕組みです。
携帯電話事業者による全国向け５Ｇサービスとは別に、地域の課題解決のほか、地域に密

着した多様なニーズに用いられることが期待されています。

ローカル５Ｇの主な特長

内 容

周波数帯  4.5GHz帯、及び28GHz帯（28.2-28.3GHzが先行して制度化済。）

免許の主体

 当面は「自己の建物内」又は「自己の土地内」での利用が基本。
携帯事業者等（※）によるローカル５Ｇの免許取得は不可。

（※） 携帯電話サービス用及び広帯域無線アクセス用の周波数帯域（2575-2595MHzを除く）を使用す

る事業者

電波法の手続き

 無線局の免許申請及び事前の干渉調整が必要。
基地局は個別に免許申請。なお端末は包括免許の対象として手続きを簡素化。
電波利用料は、①基地局：2,600円/年、②端末(包括免許)：370円/年

 無線設備の操作には第三級陸上特殊無線技士の資格が必要
（空中線電力が100Wを超える場合には第一級陸上特殊無線技士）

他のサービスとの比較

☞ 携帯事業者の５Ｇサービスと比較して、

携帯事業者によるエリア展開が遅れる地域において５Ｇシステムを先行して
構築可能。
使用用途に応じて必要となる性能を柔軟に設定することが可能。
他の場所の通信障害や災害などの影響を受けにくい。

☞ Wi-Fiと比較して、

無線局免許に基づく安定的な利用が可能。

人とつなげる、未来へつながる。



＜事業内容＞ ローカル５G設置・利用環境下における電波伝搬の技術検証 【技術実証】
様々な地域課題の解決に資するローカル５G等活用モデルの創出 【課題実証】

＜ 契 約 ＞ 請負契約（一般競争入札総合評価落札方式）
納入成果物：報告書（課題解決モデル、標準仕様書等を含む）

＜実証期間＞ 契約締結後（令和２年夏頃）～令和３年３月末

＜実施主体＞関係者からなるコンソーシアムの形成
（例）

課題を有するユーザー企業等の技術を有する者
（通信、画像処理、ビックデータ処理、メーカ等）
通信事業者、地方公共団体、大学等

ローカル５Gの活用推進

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１４
無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２３ ６

地域課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証

ローカル5Gの活用を進めるため、ローカル5Gの電波伝搬の技術検証やローカル5Gによる課
題解決モデルの開発実証を行います。
また、安心で信頼できる5Gの導入を促進する税制優遇措置を新たに講じて、5Gの普及を

加速化します。

総務省
【契約者】

コンソーシアム等のイメージ

【令和２年度予算：３７．４億円】

5G投資促進税制

ローカル５Ｇ無線局の免許人又は携帯通信事業者が一定の５Ｇ設備を取得した場合に、法人税、
所得税及び固定資産税の特例措置の適用を行います。

ローカル５Ｇの整備への支援 全国５Ｇ基地局の前倒し整備への支援

対象者 ローカル５Ｇ無線局の免許人 携帯通信事業者

対象設備 ローカル５Ｇ設備

（送受信装置、空中線（アンテナ）、通信
モジュール、コア設備、光ファイバ）

全国５Ｇ基地局設備
（送受信装置、空中線（アンテナ））

主な適用要件

特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（以下、
「法」という。）の規定に基づく、認定導入計画に従って取得した一定の５Ｇ設備

地域課題解決に資すると市町村長が同意
の上で総務大臣が認めたもので、取得価
額の合計額が３億円以下のもの
※ 固定資産税の特例を受ける場合のみの適用要件

認定された開発計画を前倒して開設したも
のであって、高度なもの
※ 28GHz帯に対応した基地局及び3.7GHz/4.5GHz

帯の基地局のうち、多素子アンテナを有するもの

特例措置
法人税・所得税：税控除額１５％又は特別償却３０％
※ 控除税額は、当期の法人税額の20%を上限

固定資産税：課税標準を１/２
（取得後３年間）

適用期間 法の施行の日から令和４年３月３１日まで

人とつなげる、未来へつながる。



北海道の公衆無線LANの整備状況

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６7

道内の公衆無線LANの整備状況

総務省公衆無線LAN環境整備支援事業により整備した市町村
平成２６年度 １団体 平成２９年度 １４団体
平成２７年度 ５団体 平成３０年度 ２７団体
平成２８年度 ６団体 令和元年度 １６団体

上記事業以外で公衆無線LANを整備した市町村

（令和２年３月末現在）

公衆無線LAN（Wi-Fi）は電話回線が輻輳のために利用できない場合でもインターネット
にアクセスしやすく、災害時でも効果的に情報を受発信できる手段として有効とされているため、
防災の観点からも市町村における普及が望まれます。

人とつなげる、未来へつながる。



公衆無線LAN環境整備支援事業

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６ 8

防災の観点から防災拠点（避難所・避難場所、官公署）や避難場所として想定され
災害対応の強化が望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）に公衆無線
LAN（Wi-Fi）環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その費用の一部を補助し、
Wi-Fi整備を進めます。

＜事業主体＞ 財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は条件不利地域（※）の
普通地方公共団体・第三セクター

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

＜対象拠点＞ 最大収容者数や利用者数が一定以下の拠点

① 防災拠点：避難所・避難場所（市民センター、公民館等）、官公署

② 被災場所と想定され災害対応の強化が望まれる公的拠点：博物館、
文化財、自然公園 等

＜補助対象＞ 無線アクセス装置、制御装置、電源設備、伝送路設備等を整備する場合に
必要な費用 等

＜補 助 率＞ １／２（財政力指数が０.４以下かつ条件不利地域の市町村については２／３）

施策の概要

【令和２年度予算：８．６億円】

人とつなげる、未来へつながる。



携帯電話等エリア整備事業

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６４３

イメージ図（①基地局施設、②④伝送路施設）

携帯電話
交換局等 

 

 

５Ｇ等対応設備の設置によ
る施設・エリアの高度化
（３G対応専用設備の４G対応
設備への高度化も含む）

イメージ図（③高度化施設）

伝送路施設（海底光ファイバ）
（④）

基地局施設
（①）

伝送路施設
（②）

５G等対応送受信機を設置

５G等対応アンテナを設置

施策の概要

地理的に条件不利な地域や事業採算上の問題がある地域※において携帯電話等を利用
可能とするとともに、５Ｇ等の高度化サービスの普及促進により電波の利用に関する不均衡を
緩和し、電波の適正な利用を確保します。 ※過疎地、辺地、離島、半島など

無線通信事業者

１/３
国

２/３※２

※２:整備対象エリアが100世帯以上の場合は1/2

【３Ｇのみエリアへの５Ｇ導入】又は【100世帯未満の４Ｇエリアへの５Ｇ子局導入】の場合に限る

無線通信事業者

１/２
国

１/２

※３:財政力指数0.3未満の有人国境離島市町村（全部離島）が設置する場合は4/5、
道府県・離島以外市町村の場合は1/2、東京都の場合は1/3

離島市町村
１/３

国
２/３※３

無線通信事業者

１/３
国

２/３

【１社整備の場合】 【複数社共同整備の場合】

1 基地局施設整備事業（令和２年度から制度を一部見直し） ※道内の３６市町村（８７施設）で活用
圏外（非居住地区において携帯電話等が一切使用できない地区）解消のため、携帯電話等の基地局施設を設置する場合の整備

費を補助
＜事業主体＞地方公共団体
＜補 助 率＞

２ 伝送路施設運用事業
圏外（非居住地区において携帯電話等が一切使用できない地区）解消のため、携帯電話等の基地局開設に必要な伝送路を整備

する場合の運用費を補助
＜事業主体＞無線通信事業者
＜補 助 率＞

３ 高度化施設整備事業 ※道内の６事業で活用
３Ｇ・４Ｇが利用できるエリアで高度無線通信を行うため、５Ｇ等の携帯電話の基地局を設置する場合の整備費を補助

＜事業主体＞無線通信事業者
＜補 助 率＞

４ 伝送路施設設置事業 ※道内の１８事業で活用
圏外（非居住地区において携帯電話等が一切使用できない地区）解消のため、携帯電話等の基地局開設に必要な伝送路を設置

する場合の整備費を補助
＜事業主体＞地方公共団体
＜補 助 率＞

【１社参画の場合】 【複数社参画の場合】

国
１/２

市町村※１

３/１０
都道府県
１/５

市町村※１

１/５
国

２/３

都道
府県

２/１５

※１:地方自治法等に基づき一部は携帯電話事業者において負担

9

【令和２年度予算：１５．１億円】

人とつなげる、未来へつながる。



一般社団法人等
１/２

＜事業主体＞一般社団法人等

＜対象地域＞鉄道トンネル、道路トンネル

＜補助対象＞移動通信用中継施設（鉄塔、局舎、アンテナ、光ケーブル等）

＜補 助 率＞

【道路トンネル】

一般社団法人等

１/２

国

１/２

【鉄道トンネル】

鉄道事

業者

１/６

イメージ図（鉄道トンネルの場合）

国

１/３

イメージ図（道路トンネルの場合）

【吹込み方式】

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６４３

※道内の３８カ所の道路トンネルを整備

電波遮へい対策事業（鉄道トンネル・道路トンネル）

鉄道トンネル等の電波が遮へいされる場所において、一般社団法人等が移動通信用中継施設を
整備する場合、国が当該施設の整備に対して補助金を交付します。

直近10年間継続して営業損失が発生している
鉄道事業者が営業主体となる新幹線路線に
おける対策の場合

※ 北海道新幹線全トンネルを整備

注：基地局Aと携帯電話Bとの間の電波が遮へいされるため、中継無線局Cを設置することにより トンネル内での
通信を可能とする。

電波が遮へい

基地局

Ｂ
携帯電話

無線設備
電源設備

交換局

Ａ

C

Ａ

C

B

携帯電話

一般社団法人等
７/１２

国

５/１２

【光基地局方式】

施策の概要

鉄道トンネル・道路トンネル等の人工的な構築物により電波が遮へいされる場所でも携帯
電話等が利用できるようにし、非常時等における通信手段の確保など電波の適正な利用を
確保します。

10

【令和２年度予算：２９．２億円】

人とつなげる、未来へつながる。



民間放送ネットワークの強靱化

放送は国民生活に密着した情報源として国民から広く支持されており、平時に限らず災害
時においても放送による迅速でかつ適切な情報提供手段を確保する必要があります。

そのため、難聴解消のための中継局整備、放送事故が発生しにくい環境の整備など民間
放送のネットワークの強靱化を支援します。

札幌市

函館市

小樽市

旭川市

室蘭市

釧路市

帯広市

北見市

夕張市

岩見沢市

網走市

留萌市

苫小牧市

稚内市

美唄市
芦別市

江別市

赤平市

紋別市

士別市

名寄市

三笠市

根室市

千歳市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

登別市

恵庭市

伊達市

北広島市

石狩市
当別町

新篠津村

松前町福島町

知内町

木古内町

北斗市

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

せたな町

今金町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町
ニセコ町

真狩村

留寿都村
喜茂別町

京極町
倶知安町

共和町
岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村

南幌町

奈井江町上砂川町

由仁町

長沼町
栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町雨竜町
北竜町

沼田町

幌加内町

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町

上富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村

中川町

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町
利尻富士町

大空町
美幌町

津別町

斜里町

清里町
小清水町

訓子府町
置戸町

佐呂間町
遠軽町

湧別町

滝上町

興部町

西興部村

雄武町

豊浦町
伊達市

壮瞥町
白老町

安平町

厚真町 むかわ町
日高町

平取町

日高町
新冠町

新ひだか町

浦河町

様似町

えりも町

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町
釧路町

厚岸町
浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

釧路市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

中富良野町

洞爺湖町

HBC,STV-R ワイドエフエム
平成28年度 札幌局

HBC,STV-R
平成6年度 遠軽局

HBC,STV-R
平成10年度 遠別局

エフエムわっかない
平成29年度 利尻局、
平成30年度 仙法志局

エフエムわっかない
平成30年度 宗谷岬局、東浦局

エフエムいるか
平成30年度 予備送信所

エフエムなかそらち
平成31年度 予備送信所

民放ＡＭラジオの難聴エリアを含む市町村民放ラジオ難聴解消支援事業を活用

旭川ケーブルテレビ
平成29年度 FTTH化、２ルート化

放送ネットワーク整備支援事業を活用

地上基幹放送等に関する
耐災害性強化支援事業を活用

TVh
令和元年度 予備送信機

民放ＡＭラジオ中継局の整備により、難聴解消等
受信状況を改善した地域

（凡例１） （凡例２）

（猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、雄武町、興部町、
西興部町、紋別市、滝上町、遠軽町、上川町、美瑛町、新得町、
標津町、中標津町、足寄町、釧路市、浦河町、様似町、蘭越町、
寿都町、黒松内町、島牧村）

11

民間放送ネットワークの強靱化のこれまでの実績

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 放送課 011-709-2311 内線４６６８

人とつなげる、未来へつながる。



民間放送ネットワークの強靱化に向けた支援事業

②地域ケーブルテレビネットワーク整備事業①地上基幹放送ネットワーク整備事業

本社 送信所

災害情報の
迅速・正確な伝達

放送メディア

予備送信所設備等、災害対策補完送信所等、緊急地震速報設備等の整備を促進

放送施設の
災害対策強化

緊急地震速報 緊急警報放送

予備送信所設備等

災害対策補完送信所等 等

国民の生命・財産の確保に不可欠な情報の確実な提供

住民

国
１／２

地方公共団体
１／２

国
１／３

地上基幹放送事業者等
２／３

(地上基幹放送事業者等)

負
担
割
合

国
２／３ １／３

国
１／２ １／２

(地理的・地形的難聴、外国波混信)

民間ラジオ放送事業者、
自治体等

民間ラジオ放送事業者、自治体等

(都市型難聴)

負
担
割
合

国
１／２

地方公共団体
１／２

国
１／３

地上基幹放送事業者等
２／３

(地上基幹放送事業者等)

負
担
割
合

難聴解消のための中継局整備を行うラジオ放送事業

者等に対し、その整備費用の一部を補助

１ ラジオ等の新規整備に係る予備送信所設備等、

災害対策補完送信所等、緊急地震速報設備等の

整備費用の一部を補助

２ ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備(条件

不利地域については、老朽化した既存幹線を同時

に更改するときも補助対象)費用の一部を補助

放送ネットワーク整備支援事業の経費の一部(予備送信機、予備中継回線、予備電源設備)を、移行・拡充し
たもの

【令和２年度予算：３億円】

【令和２年度予算：1.6億円】

【令和２年度予算：２．０億円】

12＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 放送課 011-709-2311 内線４６６８

民放ラジオ難聴解消支援事業

放送ネットワーク整備支援事業

地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業

人とつなげる、未来へつながる。



＜事業主体＞ 都道府県及び指定都市を除く地方公共団体等

＜補助対象＞ 農林水産業、働き方、観光、防災、地域ビジネスの横展開事業であること

＜補助率＞ 事業費の１／２補助（補助額上限2,000万円）

＜これまでの実績＞
平成29年 奥尻町（漁業）
平成30年 下川町（農業）
令和元年 （株）アルム（医療）、ASロカス（株）（林業）

地域の新しい価値を創り出す取組

農林水産業、働き方、観光、防災、地域ビジネスの成功モデルの普及展開に取り組む自治体等の
初期投資等（機器購入、システム構築及び体制整備費用）に係る経費の一部を補助します。

地域の課題解決を目指す自治体を対象にIoT実装のための計画策定・推進体制の構築を支援します。
また、支援を通じて得られた成果・ノウハウを公表することで、IoT実装の取組が進んでいない自治体の計

画策定や推進体制構築を行う際の負担を軽減します。

【令和２年度予算：０．６億円】

【令和２年度予算：３．４億円】

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１４

地域IoT実装計画策定支援事業

地域IoT実装推進・共同利用推進事業

１３

北海道においては、約84％の自治体※が、地域課題の解決を目指してICTの活用を検
討しているものの、様々な理由で取組が進んでいない状況です。※平成30年総務省ｱﾝｹｰﾄ調査

そのため、様々なモノがインターネットにつながり情報交換を行うIoTなどのICTを活用した
地域計画の策定や、他の地域で成功したIoTモデル事例を導入する自治体等の取組を支
援します。

＜主な支援＞
・ICT／IoTに関する基礎講座
・地域課題のヒアリング
・地域課題に対するICTソリューション例の説明
・導入に必要な推進体制や費用対効果の試算等
・計画策定に関するコンサルティング

テレビ会議・メール・電話
による随時のサポート

創ります。心地よい生活、新しい価値。



地域情報化アドバイザー派遣制度

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６

全国の派遣団体数派遣の仕組み

１４

地域が抱える様々な課題を解決するため、ICTを活用した取組を検討する自治体等か
らの求めに応じて、ICTの知見等を有する地域アドバイザーを道内どこでも無料で派遣し、
ICT活用に関して自治体が抱える課題に助言等を行います。

道内の派遣状況（令和元年度）

公募が開始されましたら、当局ＨＰに公募概要を掲載するほか、市町村宛てにメルマガでご案内します。
なお、アドバイザー派遣の申請先は、次のとおりです。

一般財団法人 全国地域情報化推進協会（APPLIC)  電話：０３－６２７２－３４９３ E-mail：adviser@applic.or.jp

派遣団体又は実施地域
アドバイザー

（敬称略）
道内における令和元年度の派遣概要

安平町 吉田　孝志 　情報通信網における今後の整備についての助言

富良野市 白井　芳明 　ICT等を活用した業務プロセス改善等の講演

美瑛町 坪田　知己 　情報発信の意識向上とスキルアップを目的とした講演

下川町 多田　満朗
　AI活用、働き方等の様々な分野における自治体、企業の
ICT/IoT活用事例を紹介する講演

北海道テレコム懇談会 濱田　安之
　地域が抱える課題解決や地域活性化を図るための
ICT/IoTの活用に関する講演

一般社団法人千歳観光連盟 森戸　裕一
　シアリングエコノミーが同地域にもたらす可能性や先進的
な取り組みについての助言

日高地区情報化推進議員ネットワーク 白井　芳明 　オープンデーターの公表に関する講演

当別町 白井　芳明
　第５世代移動通信システムを利用し、住民サービス向上
のための助言

芦別市 三友　仁志 　スマート農業を推進、通信ネットワーク環境整備の助言。

室蘭市 千葉　大右 　窓口業務改善に向けた講演

富良野市 田澤　由利
　ＩＣＴ環境整備検討のため、テレワークやＩＣＴの活用につ
いての助言

一般社団法人網走青年会議所 石山　アンジュ
　地域課題解決へ向けた有効的なＩＣＴの利活用方法の講
演

旭川市 森本　登志男
　ＩＣＴを活用した働きやすい就業環境の整備についての講
演、ファシリテーター

富良野市 佐別当　隆志
　テレワーク、空き家等を活用したシェアリングエコノミーに
ついての講演
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創ります。心地よい生活、新しい価値。

mailto:adviser@applic.or.jp


北海道における地域活性化の成功事例

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６1５

牛から離れた場所から、ドローンから流れる音声を
使って牛追いすることにより、人による牧草地での長時
間の牛追い作業の削減など、作業の効率化を目的とした
実証実験

人による牛の放牧管理は身体的負担が大きく効率化が課題

ＩＣＴ地域活性化大賞2020
優秀賞 【ドローンで牛追い“スカイカウボーイ” 】

水槽のIoT化で水温や照度・pH・塩分濃度などのデー
タを自動収集、カメラの遠隔モニタリング・操作が可能
になることでリアルタイムに可視化、生産性向上を目的
とした実証実験

ウニやナマコの乱獲や密漁等による資源の減少が深刻化して
おり、生産性の向上等が大きな課題

奨励賞 【“陸上養殖”新産業による雇用創出と漁業者所得増の実現】

【医療】 （株）アルム

【林業】 ＡＳロカス（株）

北海道北部では、医療施設間の距離が遠く、専門医の不
在・医師不足により充分な救急医療や専門外来体制の整備
が難しいことが課題

林業においては、他業界に比して労働災害による死傷者
が多く、山の中で作業員の緊急時に一刻も早く通報するこ
とが課題

全国に普及している【森林ICTプラットフォーム】
とIoTにより、LPWA,携帯電話網による通報システム
（林業安全管理システム）を実装

医療連携情報ネットワークとIoTを組み合わせるこ
とにより、患者にアラート設定した端末を提供し、専
門医が遠隔で診療し、患者に主治医への受診を促すシ
ステムを構築

【農業】 豊富町振興公社、豊富町大規模草地育成牧場、
宗谷農業改良普及センター 宗谷北部支所、
（株）AIRSTAGE、（株） NTT ドコモ

【水産業】 神恵内村

令和元年度地域IoT実装推進事業
【林業安全管理システム】

【医療ネットワーク×IoT連携】

創ります。心地よい生活、新しい価値。



地域活性化のためのＩＣＴ活用の普及促進

１６

＜お問い合わせ先＞
周知啓発事業 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１４
人材育成事業 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６６

下川町において、IoTを農業に実装し、地域の活性化を考えるフォーラム
を開催し、下川町での菌床シイタケ栽培へのIoT導入事例、最適な栽培
方法、作業の省力化等について紹介しました。

＜北海道IoT実装推進フォーラム＠下川町＞

＜ICT/IoT実装推進セミナー2020＞

札幌市において、５Ｇの可能性を探るセミナーを開催し、５Ｇの全体像、
５Ｇ総合実証試験の事例等についてビデオ映像を活用しながら、わかりや
すく紹介しました。

地域活性化の成功例を紹介し、IoTなどのICTを活用して如何に地域課題を解決できる
のかを考えるセミナー等を開催します。

ICTを活用した地域活性化セミナー
周知
啓発

工場向けワイヤレスIoT講習会

工場におけるIoT機器の導入、電波利用等に関
する知識や技術習得を目的とした講習会を開催し
ます。

＜工場向けワイヤレスIoT講習会 in 釧路＞
無線の基礎講習やIoTセンサーの実技講習等を

実施しました。

人材
育成 IoT入門セミナー

中小企業等がIoTを効果的に導入することを
目的として、IoTの基礎講習や機器の操作体
験を行うセミナーを開催します。

人材
育成

農林水産業、働き方、観光などの分野で、効率化や生産性向上等による地域活性化
に資するIoTなどのICTが効果的なツールとして期待されています。
そのため、ICTを活用した地域活性化の成功事例を紹介するセミナー、IoT機器の導入

や技術を習得する講習会等を開催し、地域活性化のためのICTの活用を進めます。

創ります。心地よい生活、新しい価値。



市町村におけるオープンデータ化の推進

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１５１７

市町村が所有しているデータを誰もが容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう
オープンデータ化することで、データを活用した新たなビジネスが生まれたり、行政事務の効率
化や行政サービスの向上に繋がります。

政府では、市町村のオープンデータ化取組み率を100％とする目標を掲げているため、道
内市町村職員を対象にしたオープンデータ化に関する研修を行い、市町村の取組を支援し
ます。

（令和元年12月16日現在）

北海道の取組状況

：オープンデータ化研修に参加した市町村（42市町村）

：オープンデータ化に取り組んだ市町村（27市町村）

：オープンデータ研修参加後に取り組んだ市町村（19市町村）市町村

データ

ゴミ収集
5374.jp（ゴミナシ）

広報誌の記事
マイ広報誌

データの公開
給食献立
4919（食育）for Ikoma

オープンデータの活用例

創ります。心地よい生活、新しい価値。



【地域連携型】
＜補助対象経費＞ ４，０００万円以下
＜補助額＞ 補助対象経費の２分の１以下

(上限：2,000万円)
＜事業者の要件＞

①法人であること(個人での申請は不可)
②地方公共団体と連携して事業を実施すること

【複数事業者連携型】
＜補助対象経費＞ 上限なし
＜補助額＞ 補助対象経費の２分の１以下

(上限：4,000万円)
＜事業者の要件＞

① 法人であること(個人での申請は不可)
② 複数の民間事業者等が事業に参画し、相互

に連携して事業を実施すること

１８

北海道への外国人観光客を増加させ、地場産品や農産品の販路を拡大し、対日理解を
向上させることにより、地域活性化と産業の国際競争力を強化することが求められています。

そのため、道内放送局、自治体、観光業等の関係者と連携し、北海道の魅力を海外にア
ピールする放送コンテンツを国際共同製作し、海外発信する取組を支援するとともに、新型コロ
ナウィルス感染症対策によって疲へいした地域経済の回復にも貢献するものです。

【令和２年度予算 2.0億円 (令和元年度補正予算 14.5億円)】

令和元年度実施事業
(ＳＴＶ制作：台湾向けコンテンツ)

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 放送課 011-709-2311 内線４６６８

（参考）令和元年度における道内の採択状況

放送コンテンツ海外展開強化事業

◆単独型

北海道文化放送（H30 2次補正）ロシア、札幌テレビ放送（R01 当初）、北海道放送
（R01 当初）フランス

◆風評被害対策型（類型Ａ）

北海道テレビ放送（H30 2次補正）タイ、テレビ北海道（H30 2次補正）台湾、札幌テレビ
放送（H30 2次補正）台湾・シンガポール・インドネシア、北海道文化放送（H30 2次補
正）マレーシア

◆風評被害対策型（類型Ｂ）

札幌テレビ放送（H30 2次補正）フィリピン、札幌テレビ放送（H30 2次補正）香港、北海
道放送（H30 2次補正）香港

北海道の魅力を海外にアピールする取組
創ります。心地よい生活、新しい価値。

新型コロナウィルス感染症対策後における地域経済の回復のため、日本と海外の放送局が連携し
て、国際的に影響力のある放送メディア（チャンネル）を通じて、日本の現状や魅力を伝える番組を世
界に広く集中的に発信することを支援します。

放送コンテンツを活用した海外への情報発信強化 【令和２年度第１次補正予算 8.7億円】



北海道内のICTベンチャー企業等がビジネスプランを競い合うコ
ンテストを、北海道経済産業局とNICTと連携して開催します。

北海道大会でNICT賞を受賞したチームは、全国大会に出場
します。

企業向け支援

起業家万博

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６６

一般社団法人北海道モバイルコンテンツ・ビジネス協議会と国立研究開発法人情報通信研究機構
(NICT）と連携し、ICTべンチャーのシーズ発掘と育成を目的に、起業を志す学生にビジネスプランの作成
やプレゼンテーションの仕方を教えながら、ビジネスプランを競う合うICTビジネスプランコンテストを開催します。
北海道大会でNICT賞を受賞したチームは、全国大会に出場します。

起業家甲子園

創ります。心地よい生活、新しい価値

２ 地域に貢献する人材育成の推進

ICTを活用できる人材の育成やベンチャー企業の支援を通じて、北海道から新しく大きな
価値を生み出し、地域経済の活性化、新規産業、雇用の創出につなげます。

学生向け支援

Web×IoTメイカーズチャレンジ

IoT機器の開発を行う学生向けに、電波を活用したIoTの
基礎知識や技能の向上を目的とした講習会を開催します。
本講習会で製作された優秀な作品は、東京で開催される

スマートIoT推進フォーラムに展示されます。

総務大臣賞を受賞した北海道科学大学ラジオワッチの
森 一茶(もり いっさ)さんと芳賀 和輝(はが かずき)さん

Web×IoTメイカーズチャレンジ in 札幌の模様

全国大会に出場したゼロスペック株式会社の
多田 満朗(ただ みつお)代表取締役社長（左）

2019 北海道科学大学（ラジオワッチ）※

2018 北海道情報専門学校（ちーむ　えす）

2017 Ｎ高等学校(長滝谷 晋司)

2016 北海道情報専門学校（Green）

2015 公立はこだて未来大学(Code for Hakodate)　※

開催年度 NICT賞受賞校(チーム名)

※は全国大会で総務大臣賞(最優秀賞)受賞校

ＮＩＣＴ賞受賞校（全国大会出場）一覧

2019 ゼロスペック株式会社

2018 株式会社ポーラスター・スペース　※

2017 アクアコスモス株式会社

2016 株式会社未来シェア

2015 株式会社イークラフトマン

ＮＩＣＴ賞受賞企業（全国大会出場）一覧

開催年度 NICT賞受賞企業

※は全国大会で審査員特別賞受賞企業



２０

学生の技術力や独創的なアイデアで地域課題を解決

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２３

https://kosen-iot-contest.jp/

WiCONの概要

全国に設置されている高等専門学校（高専）の学生が有する高度な技術力や独創的な
アイデアを生かして、ワイヤレスIoTや5Gを活用した新たなサービスの実現により地域課題の解
決を図ることを目的に高専ワイヤレスIoT技術実証コンテスト（WiCON）を開催しています。

コンテストに応募し、採択されると、そのアイデアを実際に形にして確認することができます。

本コンテストは、
「5G活用部門」及び「ワイヤレスIoT活用部門」
の２つの部門からなり、応募の際はいずれかの部門を
選んで応募していただきます。

WiCON 令和元年度採択案件（北海道関係分）

創ります。心地よい生活、新しい価値。



地域に貢献する研究開発の推進

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６３
無線通信部 電波利用企画課 011-709-2311 内線４６２３

北海道内の研究機関にICT分野の研究開発（SCOPE※）を委託することにより、地域
課題の解決や若手研究者育成、地域に貢献する研究開発を進めるとともに、ICT研究成
果のWebマッチングを実施することにより、研究成果を地域社会に生かしていくための働きか
けを行います。
※SCOPE（Strategic Information and Communications R&D Promotion Program）：戦略的情報通信研究開発推進事業

SCOPEの主な研究開発プログラム

研究成果の推進

創ります。心地よい生活、新しい価値。

２１

(3)電波有効利用促進型研究開発（電波型）
新たなニーズに対応した無線技術をタイムリーに実現

するため、貴重な電波資源の有効活用に資する研究
開発を推進します。（公募予定時期：１月）

(4)独創的な人向け特別枠～異能(inno)vation～
ICT分野において、大いなる可能性を秘めた、奇想天外

で野心的な挑戦をする研究開発を推進します。
（公募予定時期：６月）

ICTを活用した研究成果を社会で生かすため、
電子情報通信学会北海道支部の研究者と
北海道の企業をつなぐWebマッチングを実施して
います。
このWebマッチングは、動画により研究者自らが
アピールする研究成果（シーズ）と企業の要望
（ニーズ）をつなげる機会を、いつでもどこでも、
時間と場所を気にすることなくWeb上で提供する
ものです。
このような動画によるWebマッチングの取組は、

総務省として初めて行うものです。

○マッチング開始日:令和2年6月5日

○場所:北海道テレコム懇談会のWebサイト
(http://tele-kon.gr.jp/blog/ict-matchingtop/)

＜Webマッチングイメージ＞

道内での採択実績数は、2002年度から延べ53件で、その内訳は次のとおりです。

・社会展開指向型（旧地域ICT振興型等を含む）: 39件 ・ＩＣＴ基礎・育成型 : ９件
・電波有効利用促進型 :５件

なお、全国では１,000件以上の支援実績があります。

(1)社会展開指向型研究開発
IoT/BD（ビッグデータ）/AI時代に対応し、社会実装

を意識した新たな社会システムの変革に寄与する研究開
発を推進します。（公募予定時期：１月）

(2)ＩＣＴ基礎・育成型研究開発
若手ICT研究者の育成や、中小企業の斬新的なアイ

ディアの実現可能性を追求する研究開発を推進します。
（公募予定時期：１月）

研究開発成果

社会実装先

北海道テレコム懇談会

情報の収集・蓄積・発信
を通じたマッチング

北海道テレコム懇談会の

ホームページはこちらです

Ｗｅｂサイト

http://tele-kon.gr.jp/blog/ict-matchingtop/


地域と生活を充実させるテレワークの推進

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６６

総務省では、当初予算に加え、新型コロナウイルス対策のため、1次及び2次補正によりテレ
ワーク導入を一層支援するため、相談体制の充実やサポート体制の整備に取り組みます。
テレワークにより、新型コロナ対策として業務の継続性、感染への危険性の回避、人が密着

する都市部から地方部への移住等を促進するなど、新しい生活様式を支援しています。

テレワークサポートネットワークの整備

２２

創ります。心地よい生活、新しい価値。

中小企業支援団体等と連携し、「テレワークサポートネットワーク」を構築します。
これによりテレワークサポート体制を充実させることで、中小企業等へのテレワークの導入を支援します。

テレワークマネージャー事業

テレワークマネージャーは、テレワークの導入に関しての助
言等を行っており 、今年度はコロナ対応等のため に
増員しています。

テレワーク・サポートネットワーク

本年度は、7月20日～9月9日を「テレワーク・デイズ2020」として
北海道の企業や市町村等に対してテレワークの実施を呼びかけます。

テレワーク・デイｽﾞ2020

北海道の企業等におけるテレワークの導入を促進するため、
11月のテレワーク月間を中心にテレワークに関する最新動向
や労務管理上の留意点、導入企業の事例等を紹介する
セミナーを実施します。

テレワークの普及促進

テレワークの環境の整備

北海道では、これまで、地方でも都市部と同じように働けるサテライト
オフィスの整備を行ってきましたが、今後は、地域課題解決に資するテ
レワーク環境整備として、サテライトオフィスの整備を支援します。

テレワークの３形態



災害時における通信・放送サービスの確保に向けた取組の強化

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線４６７７

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。

通信・放送事業者等、関係者間で災害時のサービス確保を検討する会合を開催し、
北海道防災総合訓練等の機会を活用しながら、通信・放送事業者等と連携した実践的
な訓練を行います。

さらに、陸上自衛隊北部方面隊と災害時相互協定を締結し、災害時の通信・放送
手段の確保に向けた情報共有、訓練を実施しています。

令和元年度北海道防災総合訓練（後期）＜令和元年10月18日～19日＞

通信サービスの復旧状況を確認・現地対策

本部（道職員）へ報告する現地リエゾン訓練

訓練会場内で各通信事業者が移動

基地局車等を設置する訓練

令和元年5月25日の令和元年度北海道防災総合

訓練（前期）で陸上自衛隊北部方面隊ヘリコプター
による災害対策用支援機材の搬送訓練

令和元年8月6日の北海道総合通信局と

陸上自衛隊北部方面隊との相互研修

陸上自衛隊車両によるテレビ中継局への
燃料輸送訓練（中標津テレビ中継局）

ＦＭくしろ（コミュニティ放送局）の災害情報放送
ブースにて弟子屈町職員出演中の様子

通信・放送サービス確保の訓練

陸上自衛隊北部方面隊との相互協力の推進

2３



災害時における支援機材を活用した迅速な支援

比布町

札幌市

小樽市

旭川市

室蘭市
帯広市

夕張市

岩見沢市

苫小牧市

美唄市
芦別市

江別市

赤平市

三笠市

千歳市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

登別市

恵庭市

伊達市

北広島市

石狩市
当別町

新篠津村

寿都町

黒松内町

蘭越町

ニセコ町
真狩村

留寿都村

喜茂別町

京極町
倶知安町

共和町
岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村

南幌町

奈井江町上砂川町

由仁町

長沼町
栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町
雨竜町

北竜町

東神楽町

当麻町

東川町

美瑛町

上富良野町

南富良野町

占冠村

豊浦町
伊達市

壮瞥町
白老町

安平町

厚真町
むかわ町

日高町

平取町

日高町
新冠町

新ひだか町

浦河町

様似町

えりも町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村

大樹町

広尾町

中富良野町

洞爺湖町

島牧村

MCA端末 5台

移動電源車1台
衛星携帯電話 3台（胆振東部消防組合）

臨時災害放送局用設備 一式
簡易無線機 10台

ポータブルラジオ 415台

簡易無線機 11台（内穂別総合支所 5台）
衛星携帯電話 3台（穂別総合支所）

臨時災害放送局用設備 一式

衛星携帯電話 1台
ポータブルラジオ 50台

衛星携帯電話 1台
鷹栖町

ポータブルラジオ 50台

ポータブルラジオ 80台

貸出指示

貸与調整

北海道総合通信局

リエゾン派遣

機材搬送備蓄基地

被災地

北海道災害対策本部

簡易無線

衛星携帯電話

災害発生

MCA無線

市町村災害対策本部

災害時には、北海道庁が設置する北海道災害対策本部に職員のリエゾンを派遣し、
被災地の被災状況を的確に把握します。

また、被災自治体に対しては、移動電源車や連絡用無線機の貸与、臨時災害放送
局の開設、ラジオの配布など、被災状況に応じたプッシュ型支援を行い、住民に対する
情報伝達手段の確保に努めます。

■連絡用無線機

衛星携帯電話 6台（ 300台）
人工衛星を経由して、携帯電話と
同様に国内通話が可能です。

ＭＣＡ無線 5台（ 280台）

山上中継局を経由して３０Ｋｍ程度

のエリ ア内の通話が可能です。

簡易無線 15台（900台）

避難所運営など１Km～５Ｋｍ程度

の距離で通話が可能です。

■移動電源車

小型1台（中型・小型10台）

避難所等の携帯電話の充電に使用できます。

※ ( ) 内は、全国配備台数

■臨時災害放送局用設備
地デジTV用 0台（1台）

FMラジオ用 1台（11台）

放送により住民に広く、避難所情報、
生活情報を提供します。

災害対策用支援機材

平成30年北海道胆振東部地震での
支援状況

２４＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線４６７７

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。



・ 厚真町役場屋上にアンテナを設置
・ 仮設住宅を含め町内中心部半径約5km

のエリアをカバー

本郷仮設住宅

本郷小公園仮設住宅

表町公園地区仮設住宅

福祉仮設住宅

９月６日 03:07 北海道胆振東部地震発生
９月10日 17:00頃 道庁リエゾンより、厚真町で臨災局ニーズありとの連絡

９月12日
当局保有の臨時災害放送局設備を貸し出し、設置
（当初は厚真中学校）し、伝搬調査

９月18日 設備を厚真町役場に移設し伝搬調査

９月20日 臨時災害放送局開設し、運用開始

厚真町の臨時災害放送局開設までの流れ FMラジオ放送用の臨時災害放送局設備

災害時において、臨時に放送局を開設することで、住民への情報伝達手段の確保ができます。
平成３０年北海道胆振東部地震の際には、むかわ町及び厚真町に対してFMラジオ放送用

の臨時災害放送局設備を貸し出し、それぞれの町で臨時災害放送局が開設されました。
※ 開設期間：むかわ町 H30.9.18～9.30、厚真町H30.9.20～継続中（1日2回(午前８時、午後６時)の放送）

【災害発生時の対応】
災害発生時、臨時災害放送局を開設される場合は、

臨機の措置（口頭又は電話等迅速な方法）により、
申請していただいた後、開設となります。

臨時災害放送局開設の意思決定

下記の問い合わせ先へ口頭又は電話等で申請
（後日速やかに申請書類を提出）

許可後、臨時災害放送局開設、運用開始

【平時の準備】
以下の準備を行っていただくことにより、災害発生時にお

いて、より円滑な臨時災害放送局の開設が可能となりま
す。

○機器の調達（※）

○無線従事者（第2級陸上無線技術士以上）の確保
○設置場所、カバーエリアの事前検討

アンテナ

本体（2分割）

※ 機材等の購入・運営に関する相談等について
特定非営利活動法人 日本地域放送支援機構
山形県山形市本町2-4-14 TEL:023-674-6855

赤線：臨時災害放送局のエリア

臨時災害放送局開設の平時の準備及び災害発生時の対応

臨時災害放送局を活用した自治体による情報伝達手段の確保

２５ ＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線４６７７

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。

本郷通り仮設団地



コミュニティ放送局と自治体との連携による情報伝達手段の確保

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 放送課 011-709-2311 内線４６６８ ２６

緊急時に自治体からコミュニティ放送に割り込むことができる緊急割込放送装置は道内28
局中1３局、自動起動ラジオは道内28局中８局※ で導入されています。

今後とも、コミュニティ放送局を活用した、災害時の情報伝達手段の確保が図られる環境
を整備していきます。

自治体名 あり なし

事業者名 あり なし

自動起動ラジオ導入

緊急割込装置導入

※稚内市(FMわっかない)及びニセコ町(ラジオニセコ)では、自動起動ラジオを全戸配布している
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町
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士幌町

上士幌町
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新得町

清水町

芽室町

中札内村更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町
釧路町

厚岸町
浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町
釧路市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

中富良野町

洞爺湖町

(北広島市)

(小樽市)

(滝川市)

(旭川市)

(根室市)

(函館市)

(留萌市)

(岩見沢市)

(釧路市)

(室蘭市)

(名寄市)

(伊達市)

(網走市)

㈱コミュニティエフエムはまなす
FMはまなすジャパン (76.1MHz)

(北見市)

㈱ねむろ市民ラジオ
FMねむろ (76.3MHz)

(ニセコ町)

(稚内市)

(中標津町)

㈱FMオホーツク
FMオホーツク (82.7MHz)

室蘭まちづくり放送㈱
FMびゅー (84.2MHz)

NPO法人だて観光協会
Wi-radio (77.6MHz)

㈱LIA
FM ABASHIRI (78.7MHz)

㈱エフエムなかそらち
FM G’Sky (77.9MHz)

㈱ニセコリゾート観光協会
ラジオニセコ (76.2MHz)

㈱エフエム小樽放送局
FMおたる (76.3MHz)

㈱エフエムなよろ
Airてっし (78.8MHz)

函館山ロープウェイ㈱
FMいるか (80.7MHz)

㈱エフエムわっかない
FMわっぴー (76.1MHz)

FMなかしべつ㈱
FMはな (87.0MHz)

㈱エフエムくしろ
FMくしろ (76.1MHz)

㈱旭川シティネットワーク
FMりべーる (83.7MHz)

㈱ラジオふらの
ラジオふらの (77.1MHz)

(富良野市)

北広島エフエム放送㈱
FMメイプル (79.9MHz)

㈱エフエムもえる
FMもえる (76.9MHz)

(帯広市)

㈱おびひろ市民ラジオ
FM WING (76.1MHz)

㈱エフエムおびひろ
FM‐JAGA (77.8MHz)

(恵庭市)

㈱あいコミ
e-niwa (77.8MHz)

(札幌市)

中央区
㈱札幌コミュニティ放送局
ラジオカロスサッポロ (78.1MHz)

豊平区
㈱エフエムとよひら
FMアップル (76.5MHz)

西区
㈱らむれす
三角山放送局 (76.2MHz)

中央区
さっぽろラヂオ放送㈱
ラヂオノスタルジア (78.6MHz)

東区
㈱さっぽろ村ラジオ
さっぽろ村ラジオ (81.3MHz)

厚別区
㈱BIPSC
FMドラマシティ (77.6MHz)

白石区
NoBodyHurts㈱
With-S (83.0MHz)

＜事業主体＞コミュニティ放送事業者

＜補助対象＞
・起動信号発生装置
・自動変換・読上装置
・緊急割込放送設備

＜補助率＞２／３

※市町村防災行政無線（同報系）が未整備
かつ自動起動ラジオが未配備の地域に限る。

令和２年度 新規事業 【令和２年度予算：０．４億円】

コミュニティFMにおける緊急割込装置・自動起動ラジオの導入状況

放送ネットワーク整備支援事業（災害情報等放送・伝送システム整備事業）

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。



＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６５４２７

住民に災害情報を迅速かつ的確に伝送するシステムの整備促進

市町村防災行政無線は、災害時における通信の輻そうや発信規制がないため、自治体と
住民及び防災関係機関相互間の災害情報伝達の手段として有効です。

（令和２年３月末日現在 １７９市町村）

○同報系 市町村役場と屋外拡声子局や地域の各家庭、事業所等に設置される戸別受信機
を結び市町村役場から地域住民に災害・行政情報などを伝達するために使用され
ます。情報を同時に一斉通報できるのが特長です。

○移動系 市町村役場に設置した基地局と移動局（車載型、携帯型等）との間、又は移動局相
互間で防災行政に関する通信を行うシステムです。

市町村防災行政無線等の整備状況

市町村防災行政無線等の種類

（凡例）

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。

●

札幌市
●

函館市

★

小樽市

旭川市

室蘭市

釧路市

●

帯広市●A

北見市
●

夕張市

岩見沢市

網走市

留萌市

苫小牧市●

稚内市

美唄市
芦別市
●

江別市

赤平市

紋別市士別市

A●

名寄市

三笠市

根室市

千歳市●★

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市
●

富良野市

恵庭市●●

伊達市

北広島市

当別町

松前町
●●

福島町
●●

知内町

木古内町

北斗市

七飯町

鹿部町
●

森町 A●

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

乙部町

奥尻町
●

せたな町

今金町

島牧村

寿都町
●●

黒松内町

蘭越町
ニセコ町

真狩村

留寿都村

喜茂別町

京極町
●

共和町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町
●

仁木町
●

余市町

赤井川村

南幌町
●★

奈井江町 上砂川町

●
由仁町

長沼町
栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町
雨竜町●

北竜町

沼田町

●

幌加内町

鷹栖町

東神楽町 ●

当麻町

比布町
●

愛別町

上川町

東川町A●
美瑛町●

A上富良野町

中富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村

中川町

増毛町

小平町●

苫前町●

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町
●

幌延町

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

大空町
美幌町

津別町

斜里町
●

清里町

小清水町
訓子府町

置戸町●

佐呂間町
遠軽町

湧別町
滝上町

興部町

西興部村

雄武町●

豊浦町
●

洞爺湖町

伊達市

壮瞥町
●

白老町
●

安平町

厚真町

A●
むかわ町
●●

日高町

平取町

日高町●
新冠町

新ひだか町

浦河町
●

様似町
●

えりも町
●

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町●

中札内村A●
更別村
●

大樹町

広尾町
●

幕別町

A ●

池田町

豊頃町

本別町A●

足寄町
●

陸別町●

浦幌町
●

釧路町
●

厚岸町
A●

浜中町
●

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町
●

別海町A●

中標津町●

標津町
●

羅臼町

厚沢部町

●
●

●

釧路市



災害時に必要な情報の迅速な集約と配信（Ｌアラート）

【北海道内のＬアラートサービス利用者一覧】

災害時の避難勧告・指示等の情報や、各種のライフライン情報は、Lアラートを介して集約
され、多様なメディアを通じて住民に伝達されています。
今後とも、生活支援情報の発信を充実させるため、情報発信者を増やす取組を進めてい

きます。

情報発信者（9）
気象庁(一財)気象業務支援センター），北海道開発局,北海道（179市町村），
北海道瓦斯㈱
ＮＴＴコミュニケーションズ㈱，東日本電信電話㈱，㈱NTTドコモ，KDDI㈱，
ソフトバンク㈱

特定情報伝達者 テレビ放送事業者（6）
日本放送協会，北海道放送㈱，札幌ﾃﾚﾋﾞ放送㈱，北海道ﾃﾚﾋﾞ放送㈱，
北海道文化放送㈱，㈱ﾃﾚﾋﾞ北海道

県域ﾗｼﾞｵ放送事業者(3) ㈱STVラジオ，㈱エフエム北海道，㈱エフエムノースウェーブ

コミュニティ放送事業者（20）
㈱あいコミ，㈱エフエム小樽放送局，㈱エフエムおびひろ，㈱FMくしろ，
㈱エフエムとよひら，FMなかしべつ放送㈱，㈱エフエムなかそらち，
㈱エフエムもえる，㈱エフエムわっかない，株式会社LIA，おびひろ市民ラジオ，
特定非営利活動法人だて観光協会， ㈱ニセコリゾート観光協会，
㈱ねむろ市民ラジオ，㈱NoBodyHurts，函館山ロープウェイ㈱，
室蘭まちづくり放送㈱，㈱さっぽろ村ラジオ，㈱ラジオふらの，㈱らむれす

有線放送事業者（5）
ニューデジタルケーブル㈱（苫小牧ケーブルテレビ）,旭川ケーブルテレビ㈱，
㈱ジェイコム札幌，㈱ニューメディア函館センター，㈱帯広シティケーブル

新聞社・通信社（2） ㈱十勝毎日新聞社，㈱北海道新聞社

一般情報伝達者（7）道内機関のみ
喜茂別町，月形町，幌加内町，新ひだか町，厚岸町，鶴居村，
㈱ディージェーワールド

北海道のLアラート

Lアラートとは、地方公共団体、ライフライン事業者等が発信した災害関連情報を集約し、迅速かつ確実
にテレビ・ラジオやネット等の多様なメディアを通じて配信する共通基盤です。
北海道のLアラートは、北海道庁が構築した道庁と179市町村が結ばれている北海道防災情報システム

と連動しており、平成26年から運用されています。

２８＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-709-2311 内線４６７７

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。



＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６５１

北海道地方非常通信協議会との連携

１ 非常通信計画の
策定及び実施

３ 非常通信の
取扱い要請

４ 非常通信
体制の総点検

２ 非常通信訓練
の実施

５ 表彰の実施災害発生!!

その時大切なのは、迅速・
的確な情報の収集と伝達

２９

非常通信協議会は、昭和26年7月に電波法第74条に基づく非常通信の円滑な運用
を図ることを目的に設立され、防災基本計画及び国民の保護に関する基本方針にも規定
されています。
北海道地方非常通信協議会は、昭和32年8月に設立され、現在、310機関（官庁、

全市町村、消防機関、放送、通信、交通などの事業者等）が加入しています。

主な活動

非常通信ルートのイメージ

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。



海の安全を無線で守る取組の強化

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 航空海上課 011-709-2311 内線４６３２ 30

国際VHF
（船舶共通通信システム）

ＡＩＳは、船舶の位置、針路、速
力等の安全に関する情報を自動的
に送受信するシステムです。

国際ＶＨＦは、150MHz帯の電波を
使用した、遭難・安全通信、港務
通信、電気通信業務、水先業務用
等で全世界的に使用される通信シ
ステムです。

ＡＩＳ
（自動船舶識別装置）

0.0%

10.0%

北海道 全国

7.7%
3.3%

7.6% 9.0%

参考： ＡＩＳ及び国際ＶＨＦの普及状況
（令和2年1月末現在）

（総トン数20トン未満の漁船）

国際ＶＨＦ

ＡＩＳ

PLB
（携帯用位置指示表示無線標識）

ＰＬＢは、携帯電話や船舶無線が
通じないような海域でも、遭難時
に位置情報と識別信号を人工衛星
を経由して海難救助機関（海上保
安庁）に送信する全世界的な救助
システムです。

海難事故防止に向けた課題を共有しながら、
関係省庁等と連携して取り組みます。

「海の事故ゼロキャンペーン活動」等のイベントに参加し、
海の安全を守るための無線システムを紹介します。

PLBの有効性や操作方法等を
直接説明し、その理解を深めて
頂けるよう取り組みます。

北海道の主要産業である漁業においては、漁船の衝突事故や漁業従事者の海中転落と
いった海難事故から命を守るための取組が大きな課題ですが、無線を使った設備（AIS、国
際VHF、PLB）の活用は事故防止や救助活動に大きな役割を果たします。
その有効性等の認知度を高めるとともに、多くの漁業従事者等の皆さまにこれら設備を使用

して頂けるよう、自治体・関係省庁や漁業・水産団体等と連携して取組みます。

海の事故ゼロキャンペーン活動（R1.7）

海の安全を無線で守る設備の概要

当局の主な取組み

＜漁業従事者等への周知啓発＞ ＜一般に向けたＰＲ活動＞

＜関係機関との連携＞

危機にこそ、寄り添う。つながる安心。



青少年がインターネットを安心して利用するための取組

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 電気通信事業課 011-709-2311 内線４７０４

スマートフォンの普及に伴い、青少年がインターネットに関連した犯罪やいじめに巻き込まれる

など問題が発生しています。

こうした被害を無くすため、青少年がインターネットを安心して利用するための学びの機会を

積極的に提供します。

小中高校生、保護者、教職員等が、ケータイ依存、ネットいじめ、ネット詐欺などの実態を正しく知り、イン
ターネットの安心・安全な利用について学ぶ、講座を開催しています。
携帯電話会社や自治体の職員など、専門の知識を持った講師が道内どこでも無料で伺います。

北海道警察の発表によると、SNSを起因とした未成
年者の犯罪被害件数は令和元年は136人で、昨年
から大幅に増加しています。
学校種別では、小学生5人、中学生49人、高校生
69人となっており、中学生が急増しています。
被害内容では、児童ポルノ事犯に関連した自画撮
り被害に関する被害が最も多く、29人となっています。

例年は春の卒業・入学の時期に合わせ、関係府省庁・関係事業者等と協力し、e—ネットキャラバンを
集中的に実施しておりましたが、今年は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から開催の中止が相
次いでいます。引き続きスマホやSNS等の安心・安全な利用や、フィルタリング利用の推進に取り組んで
いきます。

e-ネットキャラバンの推進

「春のあんしん・ネット新学期一斉行動」の実施

SNSに起因する青少年の犯罪被害件数 ～中学生が急増～

＜講座の様子＞

高校生が身近なスマホやインターネットの問題について、共に考え、議論し、意見をまとめ、発表するこ
とを通じて、自分自身の問題として取り組める機会を提供しています。

高校生ICTカンファレンスの開催

情報通信を安心・安全に利用するためのルールやマナー、情報セキュリティに関する意識や知識などを考
える契機とすることを目的に、標語を公募し、受賞作を用いた啓発活動を行います。

令和２年度の受賞
総務大臣賞 「前向きな 優しい言葉に 「いいね」したい」（北海道石狩南高等学校）
北海道総合通信局長賞 「SNS 見える誘惑 見えない素顔」（北海道登別明日中等教育学校）

情報通信の安心安全な標語による啓発活動
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39.1%

14.7%11.8%

8.7%

6.7%

電気通信サービスにおける消費者保護の充実

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 電気通信事業課 011-709-2311 内線４７０３

電気通信サービスの多様化・複雑化に伴う消費者トラブルの現状を踏まえ、消費生活セン
ター、消費者団体、電気通信事業者等の関連機関と情報を共有し、連携を強化することで
消費者保護を充実させます。

平成30年度に北海道立消費生活センターが取りまとめている消費生活相談において、通信・放送サー
ビスの相談件数が１位の39.1％となっています。

①

②③

④

⑤

（出典：北海道立消費生活センター平成30年度報告書）

（注）①は「運輸・通信サービス」のうち、通信・放送サービスを抽出したもの。通信
と放送の内訳は通信が18％、放送が21.1％となっています。

〔グラフ内訳（上位5項目）〕

① 通信・放送サービス※

② レンタル・リース・貸借

③ 金融・保険サービス

④ 他の役務

⑤ 保健・福祉サービス

総務省から道内の消費生活センターに対し、行政の最新動向等を情報共有しています。また、電気
通信サービスの相談を相談者から直接総務省へ情報提供するよう案内していただき、迅速な事案の把
握に努めています。

北海道内の消費生活センター、消費者団体、電気通信事業者等と行政が連携を図りながら、消費
者保護に向け、相談事例や問題点を共有し、その解消に向けた議論を実施しています。

電気通信サービスごとに苦情・相談の内容を分析し、問題の解消に向け、消費生活センター等と相談
事例の処理方法などに関する意見交換を実施しています。

【構成団体】

○消費生活センター等消費者関係
○電気通信事業者
（固定系、移動系、道内（ISP/FWA））
○電気通信事業関係団体
○行政

＜相談内容の分析・対応＞

＜北海道電気通信消費者支援連絡会＞

３２

サービス別の相談状況
（39.1％）

（14.7％）

（11.8％）

（8.7％）

（6.7％）

５団体
８者

３団体
１組織

昨年10月の電気通信事業法の改正によりスタートした販売代理店の業務届出制度等を受け、電気
通信事業者や販売代理店との連携を図るため、定期的に意見交換会を開催しています。

＜販売代理店等意見交換会＞ ＜連絡会の模様＞

道立消費生活センターへの相談件数 ～通信・放送サービス関係が最多～

消費者保護の取組

消費生活センターとの連携

アブナイはイラナイ



＜お問い合わせ先＞ 電波監理部 電波利用環境課 011-709-2311 内線４７４３

電波利用環境保護の周知啓発

FRS GMRS FRS/GMRS GMRS UHF-CB/PRS

主な外国規格無線機（日本国内では使用禁止）
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外国規格無線機による電波発射

ＪＲ快速エアポート車内広告 ポケットティッシュ

使用が認められていない外国規格無線機がインターネット販売や外国人観光客等により国
内に持ち込まれるケースが増加しているため、重要な無線に妨害を与えないよう周知等対応
しています。

不法無線局から発する電波は、私たちの暮らしに欠かせない重要な無線通信に妨害を与
え、社会活動に重大な影響を及ぼすおそれがあるため、必要な周知等を行っています。

外国規格無線機対策

電波利用ルールの周知

免許を受けずに無線局を開設若しくは運用した場合は電波法違反となり、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金の対象となります。
また、公共性の高い無線局に妨害を与えた場合は、５年以下の懲役又は250万円以下の罰金の対象となります。

毎年6月1日から6月10日は、「電波利用環境保護周知啓発強化期間」です

技術基準適合証明
等のマーク
（技適マーク）

（特定の日に出現を確認した言語とその回数。総合通信局調べ ）

外国人観光客向け周知

👉無線機器の使用には、技適マークの確認を。

👉電波の利用には、原則、免許が必要です。

👉外国規格の無線機器にご注意。

無線設備試買テスト

総務省では、無線設備をインターネットや実店舗で実際に購入し、法令基準への適合性
の確認を行っています。

令和２元年度 周知啓発ポスター

電波法に定める“著しく微弱”（免許不要）として販売されている無線設備のうち、法令基準
を超えるものについて製品名やメーカーなどの情報公表を行うとともに、販売店に対する注意喚
起などを行っています。

主
な
ル
ー
ル

３３

アブナイはイラナイ



センタ局

発射源の推定
センタ局（札幌）で複数のセンサ局を制御

移動監視
不法無線局探索車等による調査

発射源の特定・排除

広域ＬＡＮ回線等

広域ＬＡＮ回線等

広域ＬＡＮ回線等

電波監視システムの概要

安心して無線機器を利用できる環境の確保

電波監視システムにより不法無線局や混信源等を特定し、それらを迅速に排除することに
より、良好な電波利用環境の維持に努めています。

電波監視システム（DEURAS）は、北海道総合通信局に設置されたセンタ局、管内の複
数のセンサ局などで構成され、幅広い周波数帯における不法無線局の位置を特定します。

混信源の発生から排除までの流れ

複数のセンサ局が受信した電波の到来方向から発射源エリアを瞬時に割り出し、移動監
視車を出動させ、妨害源の排除を行っています。

こちらは北海道総合通信局です。
直ちに電波の発射を中止してくだ
さい。

デューラス

移動監視車（規正用無線局など）

３４＜お問い合わせ先＞ 不法無線局、混信・妨害等申告窓口 011-7３７-００９９（直通）

アブナイはイラナイ
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重要な無線通信の利用環境の保護

＜お問い合わせ先＞ 不法無線局、混信・妨害等申告窓口 011-7３７-００９９（直通）

重要無線通信妨害の申告は携帯電話基地局や船舶・航空機用の緊急波への混信等
が多くを占めており、混信源の探査により、妨害源の排除を行っています。
なお、最近では妨害源として家庭用テレビ受信信号増幅器（ブースター）の異常発振な

ど、電波の発射を意図しない電子機器等に起因する事例が増えています。

警察署との共同取締り

海上保安部署との共同取締り

→

総務省では、重要無線通信※妨害の申告を24時間体制で受付け、妨害源の排除に取り
組んでいます。
また、重要無線通信に妨害を与えるおそれのある不法無線局の取締りを行っています。
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重要無線通信妨害の申告件数（管内） 混信源の探査例

電波を可視化

電波可視化装置による
不要電波の探索

混信源の表示例（家庭用テレビ受信ブースターの場合）Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ1年度

不法無線局の摘発・指導局数

摘発 指導

73

21 19

摘発 指導摘発 指導

37

61

※ 当局調べ

不法無線局の取締り

※重要無線通信とは、携帯電話、放送、警察、消防・救急などの用途の無線。

重要無線通信妨害への対応

不法無線局の取締りについては捜査機関と共同で実施するほか、捜査機関独自で取
締りを行う場合があります。

35
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電波利用秩序維持のための取組

業務用無線やアマチュア無線などの無線局から発射される電波の監視を実施し、違反運
用者に対する行政指導や処分を行うなど電波利用秩序の維持を図っています。

電波監視により、電波法令違反が確認された場合は、運用者に対し、
文書等による行政指導、無線従事者の従事停止及び無線局の運用
停止の行政処分を行っています。

※電波規正用無線局とは、ルールを守らないで無線局を運用している者に対して、その無線局で使っている同じ周波数を使って直接通信を

行い、ルールを守るよう連絡するために使う無線局です。

アマチュア無線の適正な運用の確保

業務用無線の適正な運用の確保

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

文書による行
政指導・処分 ３件 ２件 ３件 １件

内 訳 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

電波規正用無線局に
よる規正 591回 956回 639回 1032回

文書による行政指導・
処分 26件 41件 16件 6件

３６

行政指導等の実績

行政指導等の実績

民間企業で幅広く利用されている業務用無線局について、電波法令違反の有無を監視し、
企業活動を支える大切な通信に障害が起きないよう取組んでいます。

電波監視により、アマチュア無線局の運用違反が確認された場合は、運用者に対し、電波
規正用無線局※による警告、文書による行政指導・処分を行っています。

電波監視を行う職員（電波Gメン）

営業・警備 交通・観光 資材搬送 工事現場

本社との連絡

業務用無線は、様々な業種における連絡手段として利用されています。

業務の指示

KINGSBURYKINGSBURY
KINGSBURY

＜お問い合わせ先＞ 不法無線局、混信・妨害等申告窓口 011-7３７-００９９（直通）

アブナイはイラナイ



電波利用に関する申告への対応

業務用無線やアマチュア無線など無線利用者の皆様からの混信や妨害などの申告を受
付け、混信や妨害源の調査・排除を行っています。
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重要無線通信妨害申告や軽微な情報提供等を除く。

３7

申告への対応

移動監視による原因調査

情報発信の強化

局のホームページでは、電波利用環境保護や秩序維持に関する情報を発信しています。
さらに、電波監理部Twitterでは、申告対応の状況などタイムリーな情報発信に努めてい

ます。

免許人等からの申告内容に基づき、DEURAS等を活用した固定監視を実施しながら、移動
監視による現地での混信・妨害の原因調査を実施し、混信・妨害源の排除を行っています。
さらに、免許人等による違反運用に関する申告についても、電波法令に抵触する違反行為を

確認した場合、違反運用者に対する指導等を行っています。

監視機器による電波の波形表示
（混信・妨害源の電波の確認）

北海道総合通信局 電波監理部 Twitterアカウント： https://twitter.com/08hokkaidodenpa

＜お問い合わせ先＞ 不法無線局、混信・妨害等申告窓口 011-7３７-００９９（直通）

アブナイはイラナイ

必要に応じて申告者に対策後の連絡をする（※）



＜お問い合わせ先＞ 電波監理部 電波利用環境課 011-７０９-２３１１ 内線４７４４

医用テレメータ等の無線を活用した医療機器が普及する中、それらの混信や通信障害などの
トラブルを防止し、医療機関で医用テレメーター等を安心して使える環境の構築を支援します。

座 長 小笠原 克彦 氏
（北海道大学 大学院保健科学研究院 教授）

構成員 北海道医師会
病院等の医療関係団体
医療機器メーカー
臨床工学技士を養成する教育機関
通信事業者
大学、自治体、国の機関など 約20機関

協議会の様子

医療機関における適切な電波利用の実現

医療機関、臨床工学技士養成の教育機関、関係学会などに専門家を無償で派遣し、電
波環境測定、専門的助言、講演などを行います。

医用テレメーター等の普及

医療関係団体、医療機器メーカー、通信事業者等など約20機関が参加。電波利用の
優良事例やヒヤリハット事例の共有、周知啓発、専門的人材の育成方策の検討などを行っ
ています。

電子カルテ用端末等
2.4GHz, 5GHz等

携帯電話
800MHz, 1.5GHz, 
2.1GHz等

タブレット端末
2.4GHz, 5GHz等

無線機能付き医療機器
（X線撮影装置、超音波診断装置等）

2.4GHz, 5GHz等

患者用タグ
リーダー
13.5MHz等

入退室システム
13.5MHz等

電気メス
300kHz～5MHz

無線式離床センサー
2.4GHz等

MRI
64MHz等

医用テレメータ
420MHz等

無線式ナースコール
420MHz, 2.4GHz等

ハンズオン支援

北海道の医療機関における電波利用推進協議会

PHS
1.9GHz等

無線式の医療機器は、医療サービスの充実、医療従事者や患者の負担軽減などに貢献
しています。しかし、不適切なチャンネル（周波数）管理はトラブルの原因となります。

教育機関での講義風景
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＜お問い合わせ先＞ 電波監理部 電波利用環境課 011-７０９-２３１１ 内線４７４４

無線設備から発射される電波について、これまでの科学的知見に基づき十分な
安全率を考慮した安全基準「電波防護指針」を定め、電波法令により安全性を確
保しています。

また、電波について正しく楽しく理解を深めていただくため、電波利用ルール
をやさしく解説したＤＶＤの視聴やラジオ工作を行う「電波教室」を電波適正利
用推進員が道内各地で開催しています。

電波利用の安全性確保及び人材育成への取組

パンフレット 説明会（帯広）

電波の安全性に関する正しい知識の
提供と理解の増進のため、「電波の安
全性に関する説明会」を平成１６年度
から毎年開催しています。

生
体
作
用

100kHz 10MHz

※多量に浴びると、細胞の遺伝子が損
傷し、がん等の原因となり得ることが
知られている。

熱作用

人体に吸収された電波のエネルギーが熱となり、
全身又は局所の体温を上昇させる作用。

電波によって体内に生じた誘導電流により、
人体に刺激を感じさせる作用。

刺激作用

電波防護指針の対象周波数

物質を構成する原

子に電離作用※を

及ぼす電磁波

電離放射線

電離作用※

電 磁 波

非電離放射線（物質を構成する原子や分子を電離させることができない電磁波）

電波法の対象となる「電波」 （3THz以下）

北海道苫小牧工業高等学校北見市立南小学校旭川市神楽公民館 北見市ショッピングモール

電波適正利用推進員制度

民間のボランティアに、地域に密着した立場を生かした電波の適正利用に関した活動を委嘱することにより、地域社会
の草の根から、電波の公平且つ能率的な利用の確保に資することを目的として、平成9年度から始まった制度。

電波の適正な利用の確保について、熱意と見識を持った道内5４名のボランティアの方々が、地元で開催される各種
イベント会場でのパンフレット配布、無線に関する各種相談活動や「電波教室」等の開催などの活動を行っています。 電波適正利用

推進員の記章

令和元年度から、電波教室の対象を従来の小学生から中学生･高校生にまで広げています。

電波の人体への影響

未来を担う人材の育成

電波の安全性に関する説明会
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総務省の研究開発機関であるNICTは体験型の
実践的なサイバー防御演習を実施しています。北海
道の自治体、企業等にも参加いただき、総合力の高
い情報システム管理者を養成します。

実践的サイバー防御演習（CYDER）

総務省及びNICTは、インターネットプロバイダと連
携し、サイバー攻撃に悪用されるおそれのあるIoT機
器の調査及び当該機器の利用者への注意喚起を
実施しています。

脆弱なIoT機器対策（NOTICE）

※「NOTICE（National Operation Towards IoT Clean Environment）」

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 サイバーセキュリティ室 011-709-2311 内線４７６７

サイバーセキュリティ対策の一層の強化

サイバーセキュリティ対策は、電気通信事業者のみならず、
ICTを利活用するあらゆる業界で対策が重要です。
北海道では全国に先がけて、平成26年から北海道警察、

北海道総合通信局、北海道経済産業局の3機関が事務局
となり本連絡会を運用して、道内のサイバーセキュリティ対策の
推進に取組んでいます。
サイバーセキュリティ月間（2月1日から3月18日）には、サイバー攻撃の動向と対応策、セキュリティの人

材育成などを盛り込んだ、サイバーセキュリティフォーラム北海道などを開催します。

北海道地域情報セキュリティ連絡会（HAISL）

※「HAISL（Hokkaido Area Information Security Liaison）」

※「CYDER（Cyber Defense Exercise with Recurrence）」

最近のサイバー攻撃の主な事例

システムへの不正侵入やデータ改ざんといったサイバーセキュリティの脅威が増えています。
関係機関と連携し、脆弱なIoT機器利用者への注意喚起やセミナー等を開催し、周知啓

発に取組むとともに、実践的サイバー防御演習も実施するなど、サイバーセキュリティ対策を一
層強化します。

【全国】

出典: 各種公開資料等より総務省北海道総合通信局作成。年月日は、攻撃が発覚され措置が完了した時期。

【北海道】
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北海道総合通信局の組織と主な業務＜管轄区域：北海道＞ 電話 ０１１－７０９－２３１１（代表）
電話受付は、土、日、祝日、年末年始（12/29～1/3)を除く、 8:30～12:00、13:00～17:00

  局の所掌事務に関する総合調整、庶務 内線 ４６０４ 

文書管理、非常災害時の情報の取りまとめ 内線 ４６１７ 

人事、共済組合、職員の福利厚生 内線 ４６０７ 

 総合的施策の企画立案、局内の情報セキュリティ対策 内線 ４６８５ 

広報、情報公開、個人情報保護、閲覧窓口 内線 ４６８６ 

 局の予算の執行、経理 内線 ４６０８ 

資材、財産の管理 内線 ４６０９ 

電波利用料の徴収 内線 ４６２８ 

電波利用料の徴収（滞納関係） 内線 ４６２７ 

 信書便事業に関する許認可、参入支援 内線 ４６８４ 

 
 情報通信行政に関する相談業務   ０１１－７０９－３５５０（直通） 

 
 ＩＣＴを活用した自治体向け防災・減災のための対策の推進   ０１１－７４７－６４５１（直通） 

  電気通信サービスの利用環境整備 内線 ４７０４ 

  電気通信事業者の監理監督 内線 ４７０５ 

  電気通信サービスの消費者保護 内線 ４７０６ 

  ＩＣＴ分野の研究開発促進 内線 ４７６４ 

  ＩＣＴ分野の産学官連携の推進、地域コンテンツの流通促進 内線 ４７６５ 

  サイバーセキュリティ政策の推進 内線 ４７６７ 

  ＩＣＴによる地域振興 内線 ４７１６ 

  情報通信基盤整備の支援 内線 ４７１４ 

  ＩＣＴ利活用の普及促進 内線 ４７１５ 

  放送事業者の監理監督 内線 ４６６４ 

  放送・有線放送関係無線局の許認可 内線 ４６６５ 

  放送の強靱化、放送コンテンツの海外流通の促進 内線 ４６６７ 

  有線放送事業者の監理監督 内線 ４６７４ 

  地域放送の普及促進 内線 ４６７５ 

  電波利用の促進、周波数管理、調査検討会 内線 ４６２４  

  電波の利用状況調査、無線局等の電子申請の普及促進 内線 ４６２５ 

  航空関係無線局の許認可 内線 ４６３４ 

  海上関係無線局の許認可 内線 ４６３５ 

  無線従事者の免許、養成課程の認可 内線 ４６１５ 

  陸上関係無線局の許認可（国）、電波伝搬障害の防止 内線 ４６４４ 

  陸上関係無線局の許認可（電気通信事業者） 内線 ４６４５ 

  陸上関係無線局の許認可（自治体、ガス、新聞）、防災行政無線の整備促進 内線 ４６５４ 

  陸上関係無線局の許認可（アマチュア無線、電気） 内線 ４６５５ 

  陸上関係無線局の許認可（簡易無線、ＭＣＡ無線） 内線 ４６５６ 

  陸上関係無線局の許認可（タクシー、ハイヤー、バス、鉄道、業務用無線） 内線 ４６５７ 

  登録検査等事業者の登録等、電波利用環境保護に関する周知啓発 内線 ４７４４ 

  高周波利用設備の許可等、電波の安全性に関する説明会の開催 内線 ４７４５ 

  無線局の運用等の監査指導等、電波の監視（ＶＨＦ帯） 内線 ４７２５ 

  無線局の運用等の監査指導等、電波の監視（ＵＨＦ帯） 内線 ４７２６ 

  電波監視システムの維持管理・整備 内線 ４７３４ 

  電波の発射状況調査 内線 ４７３５ 

  不法無線局の探査・調査 内線 ４７３６ 

  重要無線通信などに対する混信妨害源調査 内線 ４７３７ 

 

総 務 課

企 画 広 報 室

財 務 課

信 書 便 監 理 官

総 合 通 信 相 談 所

電 波 利 用環 境 課

電 波 利 用 企 画 課

航 空 海 上 課

陸 上 課

監 視 課

調 査 課

ご相談窓口

電話受付は、土、日、祝日、
年末年始（12/29～１/３）を除く、
8:30～12:00、13:00～17:00

（※）電気通信サービス・消費者相談は
開始時間が 9:00 となります。

電波利用料に関すること ０１１－７０９－６０００（直通）

電気通信サービス・消費者相談（※） ０１１－７０９－３９５６（直通）

テレビ・ラジオの受信障害 ０１１－７３７－００３３（直通）

無線局の混信妨害・不要電波障害 ０１１－７３７－００９９（直通）

情報通信行政全般に関すること ０１１－７０９－３５５０（直通）



https://www.denpa.soumu.go.jp/public2/index.html

アマチュア無線申請.jp検索

☜ 一般の無線局の電子申請はこちら

https://www.denpa.soumu.go.jp/public/index.html

インターネットで手続きしませんか？

基本ソフトウェア ブラウザ

Windows 10
（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾓｰﾄﾞ）

Microsoft Edge
Internet Explorer11
Firefox 49.0以上

Windows 8.1
（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾓｰﾄﾞ）

Internet Explorer11
Firefox 49.0以上

【ご利用環境（ＰＣ）】

※パソコン以外では、スマートフォン（iOS、Android）等
で一部の機能が利用可能です。

アマチュア無線局専用

手続きはたったの３ステップ
 ステップ１ 新規ユーザ登録
 ステップ２ 申請・届出
 ステップ３ 手数料納付

書面申請より断然おトク

申請手数料が約30%OFF

24時間365日手続き可能

再免許など一部の申請はスマートフォ
ンやタブレットから手続き可能
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